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令和２年度テレワーク推進事業 小城市文書管理システム構築業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

小城市では、近年の情報通信技術の発達を踏まえ、新型コロナウイルス感染症

の対策、市民へのわかりやすい説明や迅速な対応など行政サービスの質の向上、

災害時等の対応、業務効率化、ワークライフバランスの実現等を図るため、テレ

ワークの推進と文書管理の電子決裁による業務継続を確保する。 

本業務は、電子決裁と小城市ファイリング文書管理に対応した文書管理シス

テムを構築するものである。 

 

２ 業務の概要 

(１) 業務名 

 令和２年度テレワーク推進事業 小城市文書管理システム構築業務 

(２) 業務内容 

 別紙「令和２年度テレワーク推進事業 小城市文書管理システム構築業務

仕様書」のとおりとする。 

(３) 履行期間 

 契約締結の日から令和３年３月 26日まで 

(４) 提案上限金額 

 11,977,000円(消費税及び地方消費税を含む。) 

 ※保守管理費用は含まない。 

 

３ 実施方式 

公募型プロポーザル方式 

 

４ スケジュール 

期 日 項 目 備 考 

令和２年 10月 15日（木） 参加表明書提出期限 持参又は郵送 

令和２年 10月 20日（火） 資格審査確認結果の通

知 

電子メール及び文書 

令和２年 10月 22日（木） 質問書提出期限 電子メールで受付 

令和２年 10月 26日（月） 質問書回答期限 電子メールで回答 

令和２年 10月 30日（金） 提案書等提出期限 持参又は郵送 

令和２年 11月６日（金） プレゼンテーション・ヒ

アリング 

 

令和２年 11月中旬頃 契約締結  
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※状況により変更する場合があります。 

５ 実施要領及び仕様書・様式等の公告 

(１) 期間 令和２年 10月１日（木）13時から令和２年 11月６日（金）17

時まで 

(２) 場所 小城市役所ホームページ 

 

６ 質問の受付等 

実施要領及び仕様書等に不明な点がある場合は、次により質問書（様式第３

号）を提出すること。 

（１） 提出方法 電子メールを「13 問合せ先」にて受け付ける。また、メ

ール後に送信したことを連絡すること。 

（２） 提出期限 令和２年 10月 22日（木） 17時まで 

（３） 回答方法 電子メールにて回答する。 

 

７ 参加表明書・証明書等の提出 

参加希望の場合は、次のとおり１部を提出すること。 

（１） 提出物 

ア 参加表明書（様式第１号） 

イ 国税及び地方税の納税証明書（様式その３の３：法人税と消費税及び

地方消費税の証明） 

ウ 使用印鑑届、印鑑証明書（写し可、証明内容が申請時の現状を証明す

るもの、３箇月以内のもの） 

エ 登記簿謄本又は履歴事項全部証明書（写し可、本店の所在地を管轄す

る法務局で発行されるもの、３箇月以内のもの） 

オ 暴力団等の排除に関する誓約書（様式第２号） 

※小城市に入札参加資格審査申請書を提出している事業者については、

国税及び地方税の納税証明書、印鑑証明書、登記簿謄本又は履歴事項全

部証明書、暴力団等の排除に関する誓約書の提出を省略できる。 

カ 財務諸表類（直近１年度のみ） 

キ 事業実績書及び類似契約実績書（形式は問わない） 

ク JISQ15001プライバシーマーク付与認定の写し 

（２） 提出方法 持参又は郵送による（郵送の場合は事前に連絡の上、書留

等の郵便局が配達した事実の証明が可能な方法により、期限

までに必着すること。） 

（３） 提出期限 令和２年 10月 15日（木） 17時まで 

（４） 提出場所 〒845-8511 佐賀県小城市三日月町長神田 2312番地 2 

小城市役所 西館２階 総務部 総務課 
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（５） 資格審査確認結果の通知 

令和２年 10月 20日（火）までに資格審査結果通知書を電子メールに

て送信し、原本は、同日に郵送にて発送する。 

 

８ 提案書・見積書等の提出 

下記のとおり正本１部、副本６部をそれぞれ提出すること。 

（１） 提出物 

ア 提案書等提出について（様式第４号） 

イ 提案書（形式は問わない） 

ウ 見積書（形式は問わない） 

※構築業務費と保守管理費ごとに見積書を作成すること。 

※見積書は、消費税及び地方消費税を除いた価格並びに税込み価格を記

載し、積算根拠の具体的な内訳を明らかにしたものとする。 

※選考は、「提案」と「見積り金額」の総合審査により行う。 

※提案書作成等に必要な費用は各自の負担とする。 

（２） 提出方法 持参又は郵送による（郵送の場合は事前に連絡の上、書留

等の郵便局が配達した事実の証明が可能な方法により、期限

までに必着すること。） 

（３） 提出期限 令和２年 10月 30日（金） 17時まで 

（４） 提出場所 〒845-8511 佐賀県小城市三日月町長神田 2312番地 2 

小城市役所 西館２階 総務部 総務課 

 

９ 提案参加の辞退 

参加表明後であっても提案を辞退することができる。なお、提案を辞退した場

合でも他の案件での入札には一切影響しない。 

（１） 提出物 辞退届（様式第５号） 

（２） 提出方法 持参又は郵送による（郵送の場合は事前に連絡の上、書留

等の郵便局が配達した事実の証明が可能な方法により、期限

までに必着すること。） 

（３） 提出期限 令和２年 10月 29日（木） 17時まで 

（４） 提出場所 〒845-8511 佐賀県小城市三日月町長神田 2312番地 2 

小城市役所 西館２階 総務部 総務課 

 

10 選定方法 

（１） 選定委員会 事業者の選定は、小城市文書管理システム構築業務公募

型プロポーザル選定委員会が行う。 

（２） 評価の方法 参加表明書の提出者を対象に、参加資格審査を経て、企
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画提案書類に関するプレゼンテーション及びヒアリング

(質疑応答)を実施し、その内容を総合的に評価する。 

１事業者あたりのプレゼンテーション及びヒアリング

の時間はおおむね 40 分程度(プレゼンテーション 30 分、

ヒアリング 10分)とする。 

（３） 評価項目 評価項目は下記のとおり。配点は公表しない。 

項目 内容 

サービス体制 

・官公庁への導入実績等があるか。 

・セキュリティへの対応が十分であるか。 

・システムの故障等があった際に円滑にサービスを実

施できる体制が整っているか。（休日、夜間の対応な

ど） 

・納入後のサポート対応が十分であるか。 

・職員への操作説明などの対応が十分であるか。 

システムの性能の提

案 

・仕様書等の内容を十分に満たすシステムとなってい

るか。 

・システムの操作性、安定性が確保されているか。 

価格 配点×（提案中最低価格／提案者見積価格） 

・構築業務費及び保守管理費の評価を行う。 

 

（４） 事業者の選定 

審査は、提案書等を基に、最優秀者及び次点者を選定する。提案者が１

者であっても、審査基準に達している場合は、本プロポーザルは成立する

ものとする。 

同点の場合については、選定委員会において協議し、最優秀提案者を決

定する。 

（５） 審査結果の通知 

提案者の提案内容を選定方法に基づき評価を行い、評点の最も高い者 

１者を最優秀提案者として選定する。選定の結果は、ホームページでの公

表及び文書によって通知する。 

 

11 参加にあたっての確認事項 

以下の点を確認し、了承した上で提案に参加すること。 

（１） 本提案書作成にかかる費用については、すべて提案者の負担とする。 

（２） 提案者の経験やノウハウ等を最大限活用し、具体的で実効性のある提

案書を提出すること。 

（３） 提出された提案書の内容は、契約を締結した際に提案者が責任を持っ
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て履行できる内容とすること。 

（４） 審査経過に関する質問等は、一切回答しない。 

（５） 審査終了後希望があれば、希望者が所属する提案者の合計点に限り公

開する。 

（６） 失格事項 

次の各号のいずれかに該当する者は、失格とする。 

ア 参加表明書及び提案書等に虚偽の記入をした者 

イ 公告日現在において応募資格がなく提案書等を提出した者又は本公

告日から契約の前日までの間に、応募資格を有しなくなった者 

ウ 参加表明書及び提案書等の作成留意事項、提出方法及び提出期限に

適合しない者 

エ 提案書等を複数案提出した者 

オ 提案書等に盗用した疑いがあると選定委員会が認めた者 

カ その他、選定委員会が不適格と認めた者 

（７） 提案書等の取扱い 

ア 提出後の提案書等の追加、修正、差し替え等はできない。 

イ 提案書等は返却しない。また、必要に応じて補足資料等を求める場合

がある。 

ウ 提出された提案書等は、応募者に無断で本業務の受託者選定以外の

目的に使用しない。 

エ 提案書等の選定を行う際、必要な範囲において参加者に通知するこ

となく複製を作成することがある。 

 

12 その他 

（１） 本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、小城市情報公開

条例（平成 17 年小城市条例第７号）に基づき、提出書類を公開する場

合がある。 

（２） 提案書等に含まれる著作権・特許権など日本国の法令に基づいて保護

される第三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責

任は、提案者が負うものとする。 

（３） 本実施要領に記載のない事項については、小城市プロポーザル方式実

施要領に準ずるものとする。 

 

13 問合せ先 

小城市役所 総務部 総務課 庶務文書係 

845-8511 佐賀県小城市三日月町長神田 2312番地 2 

電 話：0952-37-6112 
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ＦＡＸ：0952-37-6163 

E-mail：soumu@city.ogi.lg.jp 


